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市営小網第１団地給水設備改修工事

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

特記仕様書（１）
P

01

Ⅰ．工事概要

別添工事区分表　　　・　あり　　　・　なし

設備工事等に分割して発注する場合は、別添「工事区分表」による。

督員及び担当監督員をいう。「契約条項」とは、相模原市工事請負契約書

の契約条項をいう。

1　受注者は、工事の着手前に実施工程表を作成し、監督員の承諾を受ける。

2　実施工程表には、月毎の予定進捗率（％）を併記する。

1　受注者は施工に先立ち、工事に関連する部分の実測を行った上で設計図

　書との照合を行い、所定の寸法が確保できることを確認する。なお、寸

１．工事名称

２．所在地

３．建物概要 （１）建物名称

（２）構　　造

（３）階　　数

（４）延床面積

特記仕様書 　特　記　事　項

　第１編　一般共通事項／第１章　一般事項

　特　記　事　項 　特　記　事　項

 2-1 工事区分

 2-2 用語の定義

 2-4 施工図等

 2-3 実施工程表の

工事目的物を建築工事、電気設備工事、給排水衛生設備工事及び空気調和

「監督員」とは、相模原市請負工事監督規程による監督員をいい、統括監

3　疑義に対する協議等

　監督員と協議を行った結果、設計変更に至らぬ事項は記録し、監督員に

　提出する。

　尚、受注者はその責任において、受注者の負担にて施工するものとする。

　工事に先立ち施工図、製作図等を作成し監督員の承諾を受けること。

　法等の変更を要する箇所が生じた場合には監督員に報告すること。また、

　ただし、あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合は、この限りではない。

2　製作、発注物品の同等確認等は製作・発注前に必ず監督員の承諾を受け

　ること。

1　契約条項第20条の規定により工事の一時中止の通知を受けた場合は、中

　止期間中における工事現場の管理に関する計画(｢基本計画書｣という。)

1　工事（工程）写真

2　工事の施工を一時中止する場合には、工事の続行に備え工事現場を保全

　すること。

　(1)　工事着手前、各作業手順、各搬入材（材料別）、完成後を撮影し、

　(2)　撮影にあたっては工事黒板等を使用し、撮影場所（部位）、日付、

　　工事写真帳に整理して提出する。

　　作業内容、立会者、確認者氏名、搬入材・廃棄材の種類等を記入する。

　　見開きで比較できるよう整理する。

　(2)　解体工事にあたっては、上記に加え地下埋設部分の施工写真を添付

　　する。

1　工事現場には、公衆が見やすい場所に次の事項を記載した工事看板を

　表示する。

　(1)工事名称　(2)工事期間　(3)受注者及び連絡先　

　(4)現場代理人氏名及び連絡先　(5)工事概要　(6)発注者及び連絡先

　(7)工事監理者及び連絡先

2　工事現場が複数にわたる場合にも、各現場に設置するものとする。

　ただし、これにより難い場合は監督員との協議による。

下記によるほか標準仕様書による。

 2-5 工事の一時中止

　  　 に係る事項

 2-6 工事写真

 2-7 工事看板

 2-8 工事関係書類

　(1)　工事着手前と完成後を同じアングルで撮影し、完成写真帳として

2　完成写真（契約条項第32条に基づく工事完成届に添付）

　　官房官庁営繕部監修）」を参考とする。

　(3)　撮影にあたっては　「工事写真撮影ガイドブック（国土交通省大臣

3　施工上の納まり、取合い等の関係で軽微な変更を行う場合は、監督員と

　の協議による。

　を発注者に提出し、承諾を受けること。

  工種別施工計画書　　・要　　・不要

 2-9 発生材の処理等

　また、「廃棄物の処理及び掃に関する法律(昭和45年法律第137号)」にお

　いて定める産業廃棄物管理票(紙マニュフェスト)または電子マニュフェ

　ストにより管理するものとする。産業廃棄物管理票(紙マニュフェスト)

1　発生材

　受注者は、関係法令に従い受注者の責任において処分を行うものとする。

　理産業廃棄物の有無、再利用及び再資源化を図るものについては、

　第１編　一般共通事項／第１章　一般事項 　第１編　一般共通事項／第１章　一般事項

　現場説明書（3-(5)発生材の処分等）により、該当する場合は次の通り

　とする。

　発生材のうち、発注者に引渡しを要するもの

　で管理した場合は、A票及びE票が送付され次第、その原本を監督員に提

　示する。電子マニュフェストで管理した場合は、運搬終了報告、処分終

　了報告の通知が届き次第、その原本を監督員に提示する。なお、特別管

2  施工体制台帳及び施工体系図の作成

１.特記事項のうち選択する事項は、○印の付いたものを適用する。

　受注者は、受注時、変更時及び完成時において契約金額５００万円以上

方式及び種別 　設　備　概　要

室　　　　内

系統 系統一般系統
外　気

温度 湿度
(DB) (RH) (DB)

温度 湿度
(RH)

温度 湿度
(DB) (RH)

温度 湿度
(DB) (RH)

33.9℃

 2.0℃

55.7％

32.5％

26.0℃

22.0℃     ％     ％

    ％    ％

    ％

    ％     ℃

    ℃

    ℃

    ℃

夏　期

冬　期

温湿度設計条件

換気方式

省エネ対策

冷暖房方式

冷暖房の種別

ガスの種別

浄化槽の種別

消火設備種別

衛生器具

排水方式

給湯方式

給水方式

区分

給

排

水

衛

生

設

備

工

事

空

気

調

和

設

備

工

事

Ⅱ．標準仕様

Ⅲ．特記仕様

２.各特記項目で標準（共通）仕様書と項目番号が一致しなくても適用する。

・水道直結方式 ・高置タンク方式 ・ポンプ直送方式 ・水道直結増圧方式

・局所式　　　　　　　・中央式

・建物内汚水雑排水（　・　分流　　・　合流　）　

・屋外汚水雑排水　（　・　分流　　・　合流　）　

・放流先　（・都市下水　・公共下水　・吸込槽）

・節水対策　（・有　・無）　バリアフリー対策　（・有　・無）

・連結送水管　・その他（　　　　　　　）

・都市ガス（１３Ａ）　・液化石油ガス（・ボンベ　・バルク貯槽）

・処理種別　（・単独処理　・合併処理　・高度処理型）

・形式　（・現場施工型　・ユニット型）

・冷暖房　・冷房のみ　・暖房のみ

・空気調和・中央式（・単一ダクト方式・各階ユニット方式

　　　　　　　　　　・ファンコイルユニットダクト併用方式）

　　　　　・個別式（・パッケージ方式・マルチパッケージ方式

　　　　　　　　　　・ガスエンジンヒートポンプ方式）

・冷媒種別（・Ｒ３２　・Ｒ４１０Ａ）

・可変風量方式　・熱回収方式　・ゾーンコントロール方式

・大温度差方式　・蓄熱方式（・氷　・水）

・個別式　・中央式

　次表を標準とするが、地域性を考慮すること。

　の工事について、　(－財)日本建設情報総合センター・テクリス・コリ

　ンズセンターの定めるところにより、発注機関確認者情報を入手したの

下記によるほか標準仕様書による。

　特　記　事　項

　第１編　一般共通事項／第１章　一般事項

　１．総　　則

５．設備概要　（○印の付いたものを適用する）

仕様書等のうち、現場説明書２－（５）に□を付けたものを適用する。

　受注者は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳を作成し現場に据

・屋内消火栓（・１号　・易操作性１号　・２号　・広範囲型２号）

図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

　ち工事実績データを作成し、監督員等より確認日付けの記入、署名がさ

  れた「登録内容確認のお願い」が返却され次第、工事実績情報システム

1　工事実績情報(コリンズ)の登録（受注、変更、工事完成時）

　完了後をいう。

 （コリンズ)に登録しなければならない。工事完成時とは、完成検査検収

　え置くとともに写しを監督職員に提出すること。また、併せて施工体系

　図を作成し、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げ

　なければならない。

（1.1.5）

（1.1.8）

（1.1.4）

　　 　提出（1.2.1）

（1.2.3）

（1.1.9）

（1.2.2）

（1.3.9）

 2-10 石綿含有に関

      　する事前調査

（1.4.1）

 2-11 環境への配慮 　使用する材料及び施工方法については、室内環境に配慮した選定を行う。

　(1)室内環境に影響を与える可能性のある材料等については、監督員の指

　　示により、その物性等の確認できる資料を提出する。

　　　

　　測定箇所等については監督員と協議すること。

　　施し、その結果を提出する。

　　当する場合、工事完成時に空気中に含まれる化学物質の濃度測定を実

　(2)現場説明書（3-(11)公共建築物の工事に伴う室内空気環境測定）に該

　(3)室内空気環境測定は下記による

　　・　実施する　　　　・　実施しない

　　測定箇所数　　（　　　　　　箇所）

　　測定物質　ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、

　　　　　　　スチレン、パラジクロロベンゼン

　　資料採取方法　吸引方式（アクティブ法）

　　測定時期、測定対象室は監督員と協議による。

　　　

 2-12 材料の品質等

　とし、設計図書に定めのない材料は、当該現場で使用するほかの材料と

　比べてバランスの取れた材料とすること。なお、材料は、製造工場によ

　り品質管理がなされたものとする。

2　設計図書に定めのある材料については、材料の品質及び性能を有するこ

1　本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能を有するもの

　との証明となる資料を監督員へ提出し、あらかじめ承諾を受けること。

　　ただし、下記の(1)～(4)に該当する場合は、この限りではない。

　(1)　設計図書に定めるＪＩＳ又はＪＡＳの材料で、ＪＩＳ又はＪＡＳの

　(2)　あらかじめ、監督員の承諾を受けた材料を使用する場合

　(3)　設計図書により指定された材料、製造者の製品を使用する場合

　(4)　「建築材料・設備機材等品質性能評価事業　建築材料等評価名簿

　　　マーク表示があるものを使用する場合

　　　(契約時の最新版)」に記載されている評価材料を使用する場合(特記

3　設計図書において、指定された材料・製品等については、指定された材

　料・製品等を使用すること。ただし、種々の関係からやむを得ず同等以上

　の材料とする場合で、あらかじめ、材料の品質、性能等の証明となる資料

　等を示し、監督員の承諾を受けた場合は、この限りではない。

を確認する。

また、指定する機材以外のもので監督員が必要と認めた場合は材料検査を

受けること。なお、指定機材の材料検査で監督員が立ち会えない場合及び

材料検査を行わないことを承諾した場合、受注者は定められた仕様と適合

することを確認し、結果を監督員に報告すること。

指定する機材については、・ 水槽類　・ 冷温水発生機　・ 冷凍機　

・ 空調機　・ 設備用盤類・ ボイラー・ その他（　　　　　　）とする。

 2-13 機材の検査等

 2-14 施工中の安全

　　　確保及び　　

　　　環境保全　　　

 工事の施工にあたっては、関係法令等により、工事現場における標示施設

　　　等で公共建築工事標準仕様書・公共建築改修工事標準仕様書の規定

　　　に基づく品質及び性能以外の材料を規定した場合は除く。)

受注者は機材の現場搬入の際、使用機材が定められた仕様と適合すること

このうち、指定する機材は現場搬入の際に監督員の材料検査を受けること。

（1.4.2）

　(1) 足場、作業構台、仮囲い等は、建築基準法、労働安全衛生法、

　　「建設工事公衆災害防止対策要綱 建築工事編」その他関係法令等に

　　従い、適切な材料及び構造のものとし、適正な保守管理を行う。

　(3) 足場は、作業場所ごとに、その都度、組立て解体を行うものとする。

　(2) 関連工事の関係者が定置する足場、作業構台の類は、無償で使用

　　できるものとする。

　(4) 足場を設ける場合には、「手すり先行工法に関するガイドライン」

　　について（平成21年4月24日付け 厚生労働省基発第0424001号）の

 　 「手すり先行工法等に関するガイドライン」によるものとし、足場の

　　組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、全ての作業床に

　　おいて手すり、中さん及び幅木の機能を有するものを設置しなければ

　　ならない。上記により難い場合は、監督員との協議による。

2　記載内容は、次を基準とする。

　(2)　当月の実施作業内容

　不要は、現場説明書（3-(8)履行報告書）による。

　(1)　工事総合進度（工程表及び契約課書式による。）　　

1　契約条項第11条に規定する履行報告は、工事履行報告書とし、提出の要、

 2-16 足場

 2-17 履行報告　　

　・風量調整　・水量調整　・室内外空気の温度の測定　

　 各機器の個別運転調整後は、次の○印のついたものを行う。

　・初期運転状態の記録　・室内気流及びじんあいの測定　

　・騒音の測定　・飲料水の水質の測定　

　　し、その時期を決めて実施すること。

　　但し、季節の関係で総合調整が困難な項目については、監督員と協議

　・（　　　　）　

 2-15 総合調整

（1.5.6）

（1.4.4）

　(3)　現場写真　ア 外観　定点から撮影し、月毎の工事進捗状況を把握

　　　　　　　　 イ 内観

　　　　　　　　　　できるものとする。　

　　　　　　　　　　技術検査

 下記によるほか標準仕様書による。

中間検査を　　　・　行う　　　　　・　行わない

中間検査の回数及び実施期間については、監督員と協議する。

 2-19 工事検査及び

不適合点検の要・不要については、現場説明書（3-（9）契約不適合点検）

による。工事目的物の引渡しの日から1年以内（原則として引渡し日から

起算して11か月を経過以降、12か月を経過する以前の期間）に工事目的物

の、契約不適合点検の実施及び立会いを行う。

は、契約条項のとおり、履行の追完等に対応すること。

　　　　補修確認

 契約条項第45条に規定する契約不適合責任の、契約不適合点に伴う、契約

 受注者は、契約不適合点検において、契約不適合があると認められたとき

 2-18 契約不適合点検

（1.6.1～2）

以下による。

 受注者は、完成時に提出すること。なお、各物品の適用及び数量等は、 2-20 引渡し物品等

機器完成図・各種保証書・機器取扱い説明書

提出部数

竣工図、施工図

維持管理説明書（保守指導書）

工事関係者一覧表

官庁関係届出書類

備品等　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提出図面
CDデータ(JWW及びPDF)

各種検査書・成績書・総合試運転調整報告書

　※屏風製本は正面及び背表紙面に工事名称を記す

 文字書き及び標示札については別表２による。

1　設計図書の内容の一部を訂正・変更（以下「設計変更」という。）

　ガイドライン（相模原市）」によるものとする。

　により契約変更が必要となった場合には、契約条項第24条又は第25条の

　規定により手続きを行うこと。

2　設計変更の具体的な考え方等については、「相模原市請負工事設計変更

 2-22 設計変更

　第２編　共通工事／第１章　一般事項

 １．規格等  標準仕様書による。

（1.7.1）

 2-21 標識その他
（1.7.4）

ただし、低入札価格調査により落札決定した場合は、上記に係わらず行う

ものとする。

 部監修　令和3年度版）により施工する。

 設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕

・　特定の施設　　・　一般の施設　

 設計用標準水平震度は別表.3を適用する。

 機器及び配管配線等は、地震時水平移動、転倒、落下等しないよう官庁施

 耐震処理については以下の通りとする。

　第２編　共通工事／第２章　配管工事

　管及び継手

　下記によるほか標準仕様書による。

　凡例によるほか標準仕様書による。

1  一般用弁及び栓

　　書にて定められているポンプ付属品の弁類は除く。

　(2)各種ポンプ廻りの弁類は、ポンプ付属品とはしない。但し、標準仕様

　(1)機器に付属する弁は、ＪＩＳ規格品でなくてもよい。

 １．配管材料

 ２．配管付属品

　　ーナー等）は、鋳鉄製はライニング加工、ねじ込み式青銅製はコア内

　(3)塩ビライニング鋼管に取り付ける弁類（仕切弁、逆止弁、Y型ストレ

　　蔵形規格のない弁類は、必ず挿入コアを取り付けて、赤水対策を行う。

（2.2.1）

　2　フレキシブルジョイント

　・ベローズ形（水用）

　　亜鉛対策（銘板に「Z」表示）のものとする。

　(5)銅管用の弁類は差込みろう付形のものとし、弁棒及び弁本体は、耐脱

　　・丸形（・センターハンドル式　・ギア式）　・レバー

　　ハンドル操作法式　

　(4)バタフライ弁は中心形ゴムシートのものとする。

　　　呼び径25以下は300mm以上とする。

　　　呼び径32以上50以下は500mm以上とする。

　　　呼び径65以上150以下は750mm以上とする。

　　　消火設備に使用する場合は、消防法に適合するものとする。

　　 鋼製フランジ付きで、ベローズ、保護鋼帯及び接液部は、JIS G 4305

　　(冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯)によるSUS304、SUS316又はSUS316L

　　とし、十分な可とう性及び耐圧強度を有するもので、その全長は次に

　　よる。

（2.1.1）

（2.2.9）

（2.2.9.1）

　　　呼び径200以上は1000mm以上とする。

 ２．耐震処理

特別管理産業廃棄物の種類及び処理方法

　・有（種類：　　　　　　）　・無

　・有（種類：　　　　　　）　・無

　使用箇所（　　　　　）

　処理方法（　　　　　）

　使用箇所（　　　　　）

　石綿含有パッキン（ダクト・配管フランジ部）

　・有　　　・無

　処理方法（　　　　　）

　については、「建設リサイクル法に係る手続き処理基準」による。

　現場説明書（3-(10)石綿含有に関する事前調査）による。

2　建設リサイクル法

　当該法に基づく手続きを要する工事は次のとおりとする。必要な手続き

屏風製本　A3版 屏風製本　A 版

２部

提出部数提出書類

１部

１部

―

―

―

第一種中高層住居専用地域

548.99㎡（容積率対象部分）

地上４階建

鉄筋コンクリート造

市営小網第１団地

相模原市緑区太井78番地

市営小網第１団地給水設備改修工事

４．工事種目

（３）

（２）

（１）

（５）用途地域

（団地：540.54㎡・ポンプ室：5.00㎡・プロパン庫：3.45㎡）

　石綿分析調査の要否　・有　・無　(分析調査済)

―

１　給水設備改修工事

給水設備

撤去工事

発生材処理

１

R8.8
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相模原市

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事 特記仕様書（２）
P

02

　特　記　事　項 　特　記　事　項 　特　記　事　項　特　記　事　項

　第２編　共通工事／第２章　配管工事 　第５編　給排水衛生設備工事　第２編　共通工事／第３章　保温塗装及び防錆工事

（2.2.9.2） 　・合成ゴム製

　　可とう性、対候性、耐熱性及び耐圧強度を有するもので、その全長は

　　次による。

　　　呼び径40以下は300mm以上とする。

　　　呼び径50以上80以下は500mm以上とする。

　　　呼び径100以上は700mm以上とする。

　　　鋼製フランジ付きで、補強材を挿入した合成ゴム製とし、十分な

　(2)スリーブは、下記の表によるものとする。

　(1)スリーブ径は、原則として管の管径（保温されているものにあっては

　　保温厚さを含む）より40mm程度大きなものとする。

　　　とする。

　　(b)柱及び梁以外の個所で、開口補強が不要であり、かつスリーブ径が

　　　200㎜以下の部分は、紙製型枠としてもよい。紙製型枠を用いる場合

　　　は、変形防止の処置を講じ、かつ、配管施工前に型枠を必ず取り除

3　スリーブ

　　　地中部分で水密を要しない部分のスリーブは塩化ビニル管（VU）

　　(a)地中部分等水密を要する部分のスリーブは、つば付き鋼管とし、

　　　　　　く。

材　　料

 亜鉛

 鉄板製

仕　　様

径が200mm以下のものは厚さ0.4mm以上、径が200mmを越える

 鋼管製

 つば付き JIS G3452（配管用炭素鋼鋼管）の黒管に、厚さ6mm以上、

つば幅50mm以上の鋼板を全周片側溶接後、汚れ、油類を除

去し、内面及び端面にさび止め塗装をしたものとする。

もの(上限350mm)は厚さ0.6mm以上で、原則として筒型の両

端を外側に折り曲げてつばを設ける。また、必要に応じて

円筒部を両方から差し込む伸縮形とする。

　　(c)上記以外の鋼管スリーブは、白管とする。

　　かる。

　　い時期までに必要な位置、大きさなどを明示し関係受注者と調整をは

　(3)スリーブ、箱入れその他、他工事との取り合いは、施工に支障来さな

（2.2.27）

　　振れ止め個所）の他に、原則として、床バンドにて支持する。

　　PS内立て管の支持は、標準仕様書（表2.2.21立て管の固定(床)及び

  (ｴ) 目盛板の外径は100mm以上とする。

（2.6.1～2）

　　　及び支持

 ４．勾配.吊り

  吊り及び支持

 下記によるほか標準仕様書による。

（2.3.1）

（2.2.31）

　　再使用する場合は引張試験を実施する。試験の内容は監督員と協議に

  (ｳ) 目盛には使用圧力を示す赤針（設置針）を付け、最高目盛は使用

  (ｲ) 水用で凍結防止が必要な場合のコックは、水抜き可能形とする。

　　よる。

  (ｱ) 蒸気用は、サイホン管付きとする。

ブルドン管圧力計」によるものとし、コック付きとするほか、次による。

 圧力計及び連成計は、JIS B 7505-1「アネロイド型圧力計―第１部：

 下記によるほか標準仕様書による。

　　使用しない。やむを得ず既存のインサート及びアンカーボルトを

 ３．計器その他

　4　雑材料

　(5)改修工事において既存のインサート及びアンカーボルトは原則として

　　ダイヤモンドカッターによる。

　(4)既存のコンクリート部の床、壁の配管貫通部の穴明けは、原則として

　　と。

　(3)改修工事における配管用の穴あけ及び溝はつりは、必要に応じ行うこ

　　製インサート（スパイカー）を使用してもよい。

　(1)インサート金物のM10用は、埋込深さ40mmの釘付き重設備用スチール

 ５．埋設配管  下記によるほか標準仕様書による。

  一般事項

　　(2)埋設標示テープ（排水管は除く）等を埋設する。

　　　てはガス供給会社標準品とすることが出来る。

　　　その他の部分はコンクリート製とする。但し、都市ガス配管につい

　　　使用区分は、舗装部分にあってはコンクリート製又は鉄製とし、

　　　には地中埋設標を設置する。尚、地中埋設標と管との接続はしない。

　　(1)屋外埋設管は、屋外排水管を除き分岐及び曲り部（図示表示箇所）

 標準仕様書による

 別表1によるほか標準仕様書による １．保温工事

 ２．塗装及び防錆工事

 １．仮設工事

 ２．土工事

　第２編　共通工事／第４章　関連工事

示す標示板、お願い板、その他を工事着手時に設け、写真を提出する。

下記によるほか標準仕様書による。

工事現場の適切な位置に監督員の指示に従い、工事名称発注者等を

下記によるほか標準仕様書による。

 一般工事

 一般工事

（4.1.1）

（4.2.1）

　　（1）埋め戻し及び盛土

　　　　埋め戻し材　・　発生土　・　再生コンクリート砂

　　　　　　　　　　・　根切り土の中の良質土（一層仕上げ30㎝ごと）

　　(2)残土処分

　　　・　場内敷き均し　　　・　指定処分（現場説明書(3-(5))による）

　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　（一層仕上げ　　㎝ごと）

下記によるほか標準仕様書による。

  一般事項

　　砕石地業

　　　・　切込砕石　0～40㎜ ・　再生砕石　0～40㎜

下記によるほか標準仕様書による。

  一般事項

　　　・　ＪＩＳ表示許可工場で製造されたコンクリート

　　　・　ＪＩＳ表示許可工場以外で製造されたコンクリート

　　　・　現場練りコンクリート

　　　　　(a)強度指定

　　　　　　・　捨てコンクリート Fc=18N/㎜2

　　　　　　・　構造物以外 Fc=18N/㎜2 

　　　　　(b)品質の確認

　　　　　　・　構造物　　 Fc=21N/㎜2 

　　　　　　　　構造体強度補正・有（・3N/mm2・6N/mm2）・無

　　　　　　・　調合書　　　　・　納品伝票

 ３．地業工事

 ４．コンクリート

　　　工事

　　(1)コンクリート

　　　 ・　割栗石　0～150㎜

　　　　　(c)強度の確認

　　　　　　・　行う（・テストピース　・シュミットハンマー）

　　　　　　・　行わない

（4.3.1）

（4.4.1）

　　(2)鉄筋

標準仕様書による。

機器類のコンクリート基礎面は、下記にて仕上げる。

 ５．左官工事

　　　規格品を使用すること

　　・　金ゴテ直押え　　　　　・その他（　　　）

 １．機器設備工事 1　機器類の型番は、便宜上参考型番とする。また、特記を除き、メーカー

　標準品とする。

2　天井埋込換気扇は、2点以上の支持をとること。

4　機器固定はダブルナットとする。

　また、これら以外はアングル等の支持とする。ただし、吊りボルト長さ

　が25㎝以内の場合は振れ止めは不要とする。

4　風量測定口及び温度計取付け穴の位置は監督員との協議による。

　とする。

　ける。尚、点検口の扉は、サプライ側は内開きとし、レタン側は外開き

3　空気調和機、サプライチャンバー、レタンチャンバーには、点検口を設

2　キャンバス継手はアルミ箔付き繊維系クロス二重製とし、内部にピアノ

　線を挿入したものとする。

 ２．ダクト設備工事 1　原則として、長方形ダクトの板厚、接合用材料及び補強等は、標準仕様

　書による。また、接合工法は下記による。

　ｺｰﾅｰﾎﾞﾙﾄ工法　（・共板ﾌﾗﾝｼﾞ工法　・ｽﾗｲﾄﾞｵﾝﾌﾗﾝｼﾞ工法）

　但し、長辺が1,500mmを超える又は厨房排気ダクトはアングルフランジ

　工法とする。

（1.14.3.1）

（1.14.6）

（2.2.5.5）

3　天吊屋内機器の支持は、原則、吊用ボルトを使用し振れ止め施工を行う。

　・　メーカー標準　　　　　・　現場製作品

5　内貼を施すチャンバーは以下による。尚、表示寸法は外寸とする。

　個数は標準仕様書による。

　　

（表3.2.6）

6　フレキシブルダクトは､吹出口及び吸込口ボックスの接続用として、

　耐食性を有し、有効断面を損なわないものとする。

　また空気調和設備用の場合は、断熱材付きのものとする。

　1.5ｍ以下で使用してもよい。また、不燃材料で可とう性、耐圧強度及び

　　

　　
（2.2.5.3）

8　定風量及び変風量ユニットは、以下とする。

7　防煙及びピストンダンパーの復帰方法は遠隔復帰式（電気式）とする。　　 　　（1.15.8）

　第３編　空気調和設備工事

　置をすること。（標準図　施工3による）

1　機器接続部分の金属材料と異種金属で接続する場合は、必ず絶縁処 ３．配管設備工事

　質のものを使用する。

10 浴室及び多湿個所に使用するフレキシブルダクトは、耐食腐食製の材

9　吹出口と熱及び煙感知器との離れは、1.5m以上とする。

　・　メカニカルタイプ　　　・　風速センサータイプ
　　

　試験圧力は製造者の設計圧力以上とする。

7　冷媒配管の気密試験は窒素ガスにて行う。(24時間放置)

　を監督員に提出する。

　試験結果はチャート表、又は写真（圧力値及び保持時間がわかるもの）

6　冷媒を除く配管の耐圧試験圧力値及び保持時間は、標準仕様書による。

　隔で支持を取ること。

5　冷媒管を化粧ダクトに収める場合は、配管固定サドル等にて1m以下の間

　を使用する。

4　ポンプサクション管は、ポンプ口径と接続管径が異なる場合は偏芯継手

　にし、配管完了後は真空脱気し、管内水分を蒸発させること。

3　冷媒管の保護管は端部にキャップをし、異物水分等が入り込まないよう

　（温度計はバイメタル式100φの円形指示計としても良い。）

　容易で見易い場所に設ける。

2　冷温水・冷却水配管の機器廻りに取付ける温度計・圧力計は保守点検が

　　

　　

8　配管の支持金物はメーカー既製品を使用する場合は、許容荷重を確認し、

　 標準図 施工3によらない場合は、監督員と協議する。

11 厨房排気ダクトの板厚は別表4による。（1.14.3.5）

（2.4.1）

（2.3.2）

（2.4.6）

（2.9.2）

　監督員の承諾を得ること。

　但し現場の状況により監督員の指示した場合を除く。

2　洗面器と壁及び床とのすき間のシリコンシーリングは不要とする。

1　衛生器具の詳細は器具表による

　第５編　給排水衛生設備工事

　　 設備工事

 １．衛生器具

　　2　合成樹脂製可とう電線管はPF管とする。

1　制御機器の型番は便宜上、メーカー参考型番とする。

　第４編　自動制御設備工事

 １．自動制御

（2.1.2～4）

1　湯沸器、ガスコンロ等の据付は市火災予防条例等に定めるところにより

　安全堅固に据え付ける。

2　給湯管をブロック壁内に埋込む場合は、被覆銅管等を使用してもよい。

3　貯湯式湯沸器のオーバーフロー兼用排水管はクロームメッキ管又は、

　被覆銅管等にて流しに導くこと。

 ３．給湯設備工事

 ４．排水設備工事

　第３編　空気調和設備工事

（2.7.1～3）

（3.2.1～2）

（3.1.1）

（4.5.1）

（1.14.12）

（1.15.10）

（1.15.13）（1.15.14）

　　 設備工事
（1.5.1）

　　(3)コンクリート管以外の管を地中埋設とする場合は、管および被膜樹脂

　呼び径300を越える場合は根切り底を150mm程度深く根切り、再生コンク

　リート砂をやりかたにならい敷き込み、突き固めた後、管をなじみ良く

　敷設する。

(4)屋外排水管の埋設部は、呼び径300以下の場合根切り底を100㎜程度、

　　　に損傷を与えないよう再生コンクリート砂で管の周囲（管の上下各100mm）

　　　を埋戻しする

 ５．消火設備工事

 ６．循環ろ過設備

　　　工事

 ７．散水設備工事

1　屋内消火栓箱には、原則として、操作用表示シール付とする。

2　消防法による消火器の設置のうち、下記の示すものはその工事種目にて

　設置するものとする。

　　(1)プロパンボンベ集合装置廻りの消火器

　　(2)電気設備の消火に適応するものとされる消火器

　　(3)危険物関係施設に関するものの消火器

　　(4)火を使用する設備などに関するものの消火器

　　(5)その他必要とされる消火器

　機器類及び、配管設備工事に関する事項は、第5編．2.給水設備工事の項

による。

による。

　機器類及び、配管設備工事に関する事項は、第5編．2.給水設備工事の項

　接合方法は管頂接合とする。但し、監督員の指示により、平坦地で勾配

　がとれない場合は管底接合に、地表勾配が急な場合は段差接合にするこ

　とができる。（下水道管理者と事前打ち合わせを行うこと。）

　第６編　ガス設備工事

 １．ガス設備 1　都市ガス設備は、「ガス事業法」、同法施行令、同法施行規則、

3　プロパンガスは別途とする。（但し、試験用ガスは本工事）

　「ガス工作物の技術上の基準を定める省令」、同告示及びガス事業者の

　規定するガス供給規定による。

2　液化石油ガス設備は「高圧ガス保安法」、同法施行令、同法液化石油

　ガス保安規則及び同規則関係基準、同法容器保安規則及び同規則関係基

　律」、同法施行令、同法施行規則及び同規則関係基準による。

　準、並びに「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法

（1.1.1）

　屋外排水管は、放流桝から最上流桝までを、一定勾配で布設し、管の

　(2)あと施工アンカーボルトを設置する場合は、有資格者又はアンカー

　　製造者が行う講習会受講者により施工すること。 　※耐火カバーを使用する際は国土交通大臣認定工法とする。

 　　

3　便器と排水管の接続にはゴム製の継手を使用してもよい。

4　再使用する衛生器具は原則、取外し前後で洗浄及び消毒を行う。

　　　・　集中監視システム（　・　本工事　　・　別途工事又は支給品）

　　　・　戸外ブザー　　　（　・　本工事　　・　別途工事又は支給品）

　　　・　個別警報器　　　（　・　本工事　　・　別途工事又は支給品）

　(2)ガス漏れ遮断装置

　　　・　マイコンメーター（　・　本工事　　・　別途工事又は支給品）

　　　・　緊急遮断弁　　　（　・　本工事　　・　別途工事又は支給品）

　　(1)火気厳禁　

　　(2)立入禁止

　　(3)LPガス容器置場　

　　(4)連絡先

　スの保安の確認及び取り引きの適正化に関する法律）に定めるところに

　より神奈川県知事に届け出ること。300kg以上を貯蔵する供給する供給

　設備は消防法に定めるところにより消防署長に届け出ること。

　(1)ガス漏れ警報設備

（3.1.3.6）

（3.1.3.5）

4　下記の表示板を付けること。（1枚看板でも可）

5　500㎏以上を貯蔵する供給設備は液石法（高圧ガス保安法、液化石油ガ

6　ガス漏れ対策

（1.1.1）
※改修標準仕様書

　・（　　　　　　）

　・　溶接接合　・　ハウジング形管継手

　・　ネジ接合　・　フランジ接合

　呼び径125A以上

　・　溶接接合　・　ハウジング形管継手

　・　ネジ接合　・　フランジ接合

　呼び径100A

3　呼び径100A以上の鋼管の接合部分については、以下とする。

　・水道利用加入金

2　下記については、別途とする。

　による。

1　機器類及び配管設備工事に関する事項は、第3編空気調和設備工事の項 ２．給水設備工事

7　直結給水部分の防食は、局指定とする。

　(1)水槽外部は、ステンレス鋼製(SUS304)とする。

　(2)水槽内部の気層部分は、防護材付きとする。

9　水槽の外梯子は、ステンレス鋼製(SUS304)みがき仕様とする。

　径とする。

10 給水装置に使用する電磁弁は通電開とし、バイパス弁は主管と同一口

11 飲料水以外の給水管は、誤接続がないことを確認するため衛生器具等

　の取付完了後系統ごとに着色水を用いた通水試験を行う。

　による消毒を行なった後、作業報告書を提出すること。

4　管の地中埋設深さ（土被り）は、

　敷地内（・300　・600　）以上とする。

5　飲料用水槽は有資格者による槽内清掃を行い、次亜塩素酸ソーダ溶液等

6　原則として飲料水用配管は管内洗浄を十分に行なった後、水道法による

8　飲料用水槽で、パネルタイプに使用するボルト及びナットは、以下と

 監督員の承諾を得た試験所に依頼し、水質検査成績表を提出する。

「水質基準に関する省令（一般事項）」に基づく水質検査を保健所又は

　 する。

　・局納付金(水道局審査・検査手数料)　

      圧力の1.5～3倍、連成計の真空側目盛は0.1MPa とする。
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ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事

案 内 図 N.S.配 置 図 1:200

Ｎ

注記）
・配管工事に伴う掘削作業時には、
　カラーコーンなどで歩行者導線や車両導線の確保を行うこと。
・安全確保のための誘導員（2名程度）を配置するなど
　歩行者や車両の敷地内外の出入り時への配慮を行うこと。

N.S.,1:200
P

小網第 一団地

8

7

6

5

4

3

2

1

居 住者用 駐車場

道 路境界 線

道路境界線

隣 地境界 線

駐輪場

プ
ロ
パ
ン
庫

市道 太井12号 居住 者用車 出入口

車両導線

車両導線

歩行者導線

隣地住 民車両 出入口

カラーコーンなどの安全確保

カラーコーンなどの安全確保

隣
地

境
界

線

ポ ンプ室 受水 槽

現場事務所
仮設トイレ
工事車両用
駐車場　等

主な掘削場所

駐

輪

場

［ 工 事 概 要 ］
受水槽方式から直結給水方式への変更に伴う給水設備改修工事　一式

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

仮設鉄板敷（55.6㎡程度）
工事ヤード

以降配管詳細図参照

ガードフェンス（H=1800） 48.7ｍ程度

配置図・案内図・凡例

50ＶＤ（撤去）

アスファルト舗装の撤去 ⇒ 掘削及び新設配管の布設

敷地内駐車場のアスファルトカッター入れ

PS内最上階の自動エア抜き弁を吸排気弁に取替

受水槽及び加圧給水ﾕﾆｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟの撤去

加圧給水ﾕﾆｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟの配線類の撤去

※ 断水を伴う工事の時は極力短時間なるように作業を計画すること。

　 また、断水して作業する場合はあらかじめ各住戸への周知を行うこと。

03

 既設配管の切断及び新設配管への切替 ⇒ アスファルト舗装の復旧

電極棒等の水位管理関係の配線類の撤去

 ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ

 水撃防止器

 水栓

 仕切弁

 地中埋設標

 ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ

 FJ：合成ｺﾞﾑ製

 BT20

 キー式横水栓

 ﾊﾞﾙﾌﾞﾎﾞｯｸｽ共

 M-200

 鋲

RV  吸排気弁

AV  自動ｴｱ抜き弁

相模原市緑区太井78番地
小網第１団地

至相模湖

至根小屋

至橋本

県道 65号

国道 41
3号

日本赤十字社
相模原赤十字病院

津 久 井 湖

凡 例

図示記号 名　　称

 給水管

材 質 及 び 仕 様

 SGP-VB

 : 水道用

 　硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

 SGP-VD

 : 水道用

 　硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

備　考

JWWA-K-116

JWWA-K-116  一般配管【既存】

適 用 場 所

 埋 設 管【既存】

 防振継手

 FJ：ﾍﾞﾛｰｽﾞ形（SUS製）

 仕切弁

 逆止弁

 GV：ｹﾞｰﾄ弁・PS内：ﾒｰﾀｰﾊﾞﾙﾌﾞ

 専用止水栓下流側：複式・PS内：単式

 PE  : 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 JWWA-K-144  埋 設 管【新設】

【新設】

 共用系統の

 切替部分
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ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

GV20【既存】

吸排気弁(20A)【新設】

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事 P
系 統 図

3
00

2
,7

0
0

2
,7

0
0

2
,7

0
0

2
,7

0
0

Ｍ Ｍ

1FL

2FL

3FL

4FL

G.L.

RV

共用系統

40ＶＢ

40ＶＢ

50ＶＢ

04

系統図 【改修前】 系統図 【改修後】

既設配管の撤去箇所を示す

凡 例　(既存)

既存配管のままを示す

凡 例　(改修)

新設配管を示す

既設配管を示す

既設配管との接続箇所を示す

N.S. N.S.

N.S.

Ｍ

水道本管(100A)

2
,7

0
0

2
,7

0
0

2
,7

0
0

2
,7

0
0

G.L.

1FL

2FL

3FL

4FL

3
00

１
TW

PU
１

ポンプ室

50ＶＤ

共用系統

Ｍ
Ｍ

Ｍ Ｍ

ＭＭ

ＭＭ

Ｍ Ｍ

40ＶＢ

40ＶＢ

50ＶＢ

AV

水道本管(100A)

GV20【既存のまま】

自動ｴｱ抜き弁(20A)
【撤去】

50ＰＥ

注記）
団地のＰＳ内の量水器、ﾒｰﾀｰﾊﾞﾙﾌﾞ及び逆止弁は既存とする。

20ＶＤ

既設配管を切断

既設配管を切断

量水器ボックス【撤去】
既設量水器及び

50ＶＤ

注記）
団地のＰＳ内の量水器、ﾒｰﾀｰﾊﾞﾙﾌﾞ及び逆止弁は
既存のままとする。
受水槽廻りの露出配管及びポンプ室内の露出配管は
器具類を含めて全て撤去とする。

既設配管の切断箇所を示す

既設配管の残置箇所を示す

既設配管に接続

既設配管に接続

既設配管の残置箇所を示す逆止弁（鋳鉄製BOX共）【新設】既設配管を切断

Ｍ Ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ Ｍ
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Ｍ

以降詳細図参照

受水槽ポンプ室

ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事

小網第一団地

駐輪場

隣地境界線

道路境界線

プ
ロ
パ
ン
庫

水道本管：DIP 100A

既設GV40以降の配管撤去

50
Ｖ

Ｂ

駐
輪
場

7
,
55

0

1
5,

1
00

7,
55

0

P

05

既設配管(50A)を切断

配管平面図【改修前】　Ｓ＝１：１００

20ＶＤ（近隣宅への給水管）【既存のまま】

20ＶＤ（受水槽系統）【残置】,20ＶＤ（共用系統）【既存のまま】

50ＶＤ（団地系統）【残置】,20ＶＤ（受水槽系統）【残置】,20ＶＤ（共用系統）【既存のまま】

20ＶＤ（近隣宅への給水管）【既存のまま】

Ｍ

配管平面図　【改修前】
1:100

残置配管を示す

既設配管の撤去箇所を示す

既設配管の切断箇所を示す

凡 例　(既存)

既存配管のままを示す

量水器(13mm)【撤去】
量水器ボックス【撤去】

既設配管(20A)を切断

20ＶＤ

20ＶＤ

40
Ｖ

Ｄ

量水器(13mm)及び量水器ボックス【既存のまま】

注記）
撤去した量水器及びその他付属の貸与品は
水道局に返却すること。
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ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

市営小網第１団地給水設備改修工事

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

小網第一団地

駐輪場

隣地境界線

プ
ロ
パ
ン
庫

水道本管：DIP 100A

GL±0

GL±0

GL±0

GL-150
7
,
55

0

1
5,

1
00

7,
55

0

P

06

GL-100

既設配管(50A)に接続

駐車場

1
5
0

5
0

GL-100

6
0

1
5
0

道路境界線

不陸調整砂再生砕石 RC 0～40

化粧ブロック

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ舗装

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

再生砕石 RC 0～40

アスファルト（密粒度）プライムコート

配管平面図【改修後】　Ｓ＝１：１００

GL±0

CV50（BOX共）

既設配管(20A)に接続
既設GV40に接続

Ｍ

1:100
配管平面図　【改修後】

凡 例　(改修)

新設配管を示す

既設配管を示す

既設配管との接続箇所を示す

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ取外し再取付を示す

ｱｽﾌｧﾙﾄ解体復旧を示す

20ＶＤ（近隣宅への給水管）【既存のまま】

20ＶＤ（共用系統）【既存】

20ＶＤ（近隣宅への給水管）【既存のまま】

駐車場に敷設されている近隣宅への給水管に注意すること。
新設配管（50ＰＥ）を敷設する前に標示埋設鋲を確認して、
注意事項）50

P
E

20ＶＤ（共用系統）【既存】,50ＰＥ（団地系統）【新設】

50PE

50ＰＥ【新設】,20ＶＤ【既存】
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ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

以降配置図参照

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事
1:50

残置配管を示す

既設配管の撤去箇所を示す

既設配管の切断箇所を示す

凡 例　(既存)

既存配管のままを示す

受水槽廻り・ポンプ室

推定端末圧力一定型

インバーター制御

並列交互運転方式

50Φ×32Φ×300L/min×26ｍ

（1.1KW×2）×3相200V
１
PU 加圧給水ﾕﾆｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

㈱荏原製作所

32BNBME1.1AN

機器重量：96kg

１台

2,000

2
,5

00

GV20×1
水撃防止器（M-200）

GV40
FJ40

GV40
FJ40

GV40

FJ50

GV50×2

40ＶＢ

40ＶＢ

20ＶＢ

GV40
FJ40

受水槽

ポンプ室

BT20

GV40

FJ40
GV40

防虫網 50A

GV20,CV20,FJ20

BT20

PU
１

１
TW

１

２

記 号 桝径

400Φ

400Φ

管底

400Ｈ

490Ｈ

蓋

鋳鉄蓋

化粧蓋 ｲﾝﾊﾞｰﾄ桝

た め 桝

桝形状 備 考

桝 表

配管詳細図・機器表・桝表

外形寸法：

720×505×560H

P

07

40ＶＢ（露出配管）
40ＶＢ（露出配管）
20ＶＤ（土中配管）
50ＶＤ（土中配管） 以降配管平面図【改修前】参照

記 号 名 称

FRP製複合板パネルタンク

有効容量：4.65ｍ３

水平設計用震度：KH=1.0

付属品：鉄骨平架台

TW
１ 受 水 槽

㈱佐山製作所

ダイセット NDS型

台数

参考重量

水槽：495kg

架台：145kg

１基

仕 様 備 考

　

外形寸法：1.5×2.0×2.0H

コンクリート基礎：【撤去】900×900×300H

コンクリート基礎：【既存のまま】

撤去

ｲﾝﾊﾞｰﾄ改修

横水栓（水栓柱共）【既存】

１

2
0Ｖ

Ｄ

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ舗装

駐輪場

以降省略

２

塩ビ管、間接排水金物及びため桝を撤去後、既設配管をキャップ止め

機 器 表 （撤去）

100ＶＰ

50ＶＤ
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ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事

N.S.幹 線 設 備 図

配置平面電気設備図
1:100,N.S.

01

E

1:100 結 線 図

受水槽ポンプ室

小網第一団地

駐輪場

隣地境界線

プ
ロ
パ
ン
庫

7
,5

50

15
,
10

0

7
,5

5
0

駐
輪
場

共用電灯盤⑤へ

共用電灯盤

分電盤

【配線のみ撤去】

2.0□×2 (16)：ﾎﾟﾝﾌﾟ室・電灯
【既存のまま】

CV 8.0□-3C,E5.5□ PE(28)：共用電灯盤
【既存のまま】

CV 5.5□-3C FEP(30)：動力

CV 3.5□-2C PE(22)：外灯
【既存のまま】

【配線のみ撤去】
CV 5.5□-3C PE(28)：動力

L-M
L-P

引込開閉器盤

引込柱（ｺﾝｸﾘｰﾄ製）

東電 大井302号柱より

東電 大井302号柱

CVT 100□ FEP(65)　：電灯
CV 5.5□-3C FEP(30)：動力

【東京電力の配線】

引込開閉器盤 L-P

住宅系統 住宅系統

Ｗ

共用系統

MCCB 3P
225AF/200AT

MCCB 3P MCCB 3P
50AF/30AT 225AF/125AT

6.0kVA×4戸 6.0kVA×4戸2.0kVA

MCCB 3P
225AF/125AT

Ｗ

加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ系統

MCCB 3P
50AF/30AT

1.1kW×2

名称を予備に変更
注記）

共 用 電 灯 盤

20A×6
HP 2P1E

50AF/30AT
ELCB 3P

Ｌ

① ⑥⑤④③②

100VA 350VA700VA
ﾌﾞｰｽﾀｰ
ﾃﾚﾋﾞ

804VA

ﾎﾟﾝﾌﾟ室
電灯・ｺﾝｾﾝﾄ共用灯 排水ﾎﾟﾝﾌﾟ 予 備予 備

隣
地

境
界

線

道路境界線

（撤去）
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ＳＡＧＡＭＩＨＡＲＡ
相模原市

1.1kW×2

工事名称 縮尺

設計年月日

図面名称 図面番号

市営小網第１団地給水設備改修工事

N.S.結 線 図

2
,5

00

駐輪場

ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ舗装

電極切替盤

１
TW

受水槽

(SUS製)
150□×150H

(WP)
CV 3.5□-3C,E2□ (PE22)
CVV 2□-5C 　　 (PE22)
CVV 2□-2C    　(PE16) LF5P【撤去】

【撤去】

【配線のみ撤去】

警報盤

ポンプ室

CVV 2□-4C (22)
【既存のまま】

分電盤

2,000 CVV 2□-5C (PE22)
【配線のみ撤去】

CVV 2□-5C (VE24)
【撤去】

電灯コンセント
加圧給水ﾕﾆｯﾄ

50AF/20AT
ELCB 2P

電 気 設 備 図 1:50

PU
１

1:50,N.S. 受水槽廻り・ポンプ室

AL AL

BZ BZ

PB

PL

200/24
TR

警 報 盤

F

F

A
C
2
0
0
V

WL

X1 OL OL OL

X1

X2 X3

AL
MCCB

AL
ELCB

X2 X3

X
BZ

PB2
PB1

制御盤
ポンプ

分 電 盤

02

E

【撤去】

電気設備平面詳細図・結線図

ﾎﾟﾝﾌﾟ制御盤

【撤去】

MCCB 3P
50AF/30AT
（撤去）
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